
①居宅サービス
②地域密着型サービス を利用した場合（要支援１・２、要介護１～５共通）

③施設サービスを利用した場合
（介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）については原則要介護3以上、その他の施設サービスについては要介護１～５）

介護保険サービスを利用したときは、利用者負担割合＊に応じたサービス費用を支払います。
サービス費用以外に食費・部屋代を負担します。食費・部屋代などは、利用する時の契約
により決まるため、事業者ごとに異なります。

サービス費用

サービス費用

サービス費用

サービス費用
訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護
訪問リハビリテーション・居宅療養管理指導など

サービス費用介護医療院

＊利用者負担割合は情-32ページを参照してください。

保険分の

サービスの利用者負担について

●介護保険負担割合証（負担割合証）

新たに要介護（支援）認定等を受けた方

令和7年７月中に、各区役所から送付します。
（更新のためのお手続きは不要です。）

令和7年７月末まで有効な負担割合証を
お持ちの方で、引き続き要介護（支援）認定等
を受けている方

認定決定時に、介護保険証と一緒に送付します。

利用者負担割合を証する書類として、利用している介護サービス事業所などに、介護保険証と一緒に
提示する必要があります。

※２　公的年金等収入額…情-7ページ「保険料について」の※２を参照してください。
※３　その他の合計所得金額･･･情-7ページ「保険料について」の※３を参照してください。

●利用者負担割合の判定

2割

3割

1割

割合 基　準

以下の①～⑥のいずれかに該当する方

①本人が市民税非課税

②本人の合計所得金額(※1)が160万円未満

③本人の合計所得金額が160万円以上で、次のアまたはイの条件を満たす

　ア．世帯に第１号被保険者が本人しかいない場合で、本人の「公的年金等収入額（※２）

　　　＋その他の合計所得金額（※３）」の合計が280万円未満

　イ．世帯に第１号被保険者が本人を含めて複数いる場合で、世帯の第１号被保険者の

　　　「公的年金等収入額＋その他の合計所得金額」の合計が346万円未満

④生活保護等受給者

⑤旧措置入所者(平成12年4月1日以前から、市町村の措置により特別養護老人ホームに入所している方)

⑥第２号被保険者(40歳～64歳の方)

以下の①または②に該当する方

①１割に該当しない方のうち、本人の合計所得金額が220万円未満

②本人の合計所得金額が220万円以上で、次のアまたはイの条件を満たす

　ア．世帯に第１号被保険者が本人しかいない場合で、本人の「公的年金等収入額＋

　　　その他の合計所得金額」の合計が280万円以上340万円未満

　イ．世帯に第１号被保険者が本人を含めて複数いる場合で、世帯の第１号被保険者の

　　　「公的年金等収入額＋その他の合計所得金額」の合計が346万円以上463万円未満

本人の合計所得金額が220万円以上で、次のアまたはイの条件を満たす方

　ア．世帯に第１号被保険者が本人しかいない場合で、

　　　本人の「公的年金等収入額＋その他の合計所得金額」の合計が340万円以上

　イ．世帯に第１号被保険者が本人を含めて複数いる場合で、世帯の第１号被保険者の

　　　「公的年金等収入額＋その他の合計所得金額」の合計が463万円以上

以下の基準で判定します。

第１号被保険者（65歳以上）のうち、一定以上の所得がある方の利用者負担割合は、２割または３割になります。
ただし、１か月の利用者負担には上限額（※）がありますので、必ずしも負担が２倍または３倍になるわけではありません。
※上限額は情-35ページの「自己負担の上限額（月額）」を参照してください。

サービスの利用者負担について

※１　合計所得金額…税法上の合計所得金額（前年の収入金額から必要経費等に相当する額を差し引いた金額で、
税法上の各種所得控除や上場株式等の譲渡損失に係る繰越控除などは行う前の金額）から、
公的年金等控除額等の見直しによる影響を考慮し、さらに土地や建物の売却に係る短期・
長期譲渡所得の特別控除額を差し引いた金額をいいます。なお、マイナスの場合は、０円と
して計算します。
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次のうちどれかに該当しますか？
・市民税非課税　 ・生活保護等受給者　 ・旧措置入所者
・合計所得金額が160万円未満　　　　 ・第2号被保険者

あなたを含め、第1号被保険者全員の
「公的年金等収入額＋その他の合計所得
金額」の合計が346万円未満

あなたの
「公的年金等収入額＋その他の合計所得
金額」の合計が280万円未満

あなたの合計所得金額が220万円
以上で、あなたを含め、
第1号被保険者全員の 「公的年金等
収入額＋その他の合計所得金額」の合
計が463万円以上

あなたの合計所得金額が220万円
以上で、 「公的年金等収入額＋その他
の合計所得金額」の合計が340万円
以上

世帯の第1号被保険者はあなただけですか？

毎年８月１日を基準に利用者負担割合の判定を行います。
※世帯の第１号被保険者（65歳以上）の人数や、市民税の課税状況及び収入額等の変更時にも判定を行います。

はい

はい

はい いいえ はい いいえ

いいえ

1割です。

1割です。

はい

3割です。

いいえ

2割です。

はい

3割です。

いいえ

2割です。

1割です。

いいえ

サービスの利用者負担について

第三者（加害者）の行為が原因により介護が必要になった場合には、被害者に過失がない
限り、必要となった介護費用は加害者が負担するのが原則です。介護保険サービスを利用した
場合、被害者が「第三者の行為に係る届出書」を提出することで、横浜市が被害者に代わり、
加害者に介護費用の保険給付分を請求することになります。

交通事故や傷害事件等、第三者（加害者）の行為が原因により介護保険のサービスを利用す
る場合は、「第三者の行為に係る届出書」を必ず提出してください。
届出には、警察の交通事故証明書等も必要となりますので、お早めに区役所保険年金課にご
相談ください。

なることがあります。

サービスの利用者負担について
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※介護予防・生活支援サービス事業を利用した場合は、計算方法が異なることがあり、世帯合算をした結果、
　一名の世帯員にまとめて払い戻される場合があります。

●内　　容
1か月の利用者負担が一定の上限額（下表）を超えるときには区役所に申請すると「高額介護サービ

ス費等」が払い戻されます。ここでの利用者負担とは、保険対象である介護サービス費用の1割（一定
以上の所得がある場合は2割または3割）負担相当額をさします。

●利用のながれ
高額介護サービス費等の支給を受けるには、区役所に申請する必要があります。
なお、申請書は、利用者負担が上限額を超えた月の約2～3か月後に区役所から送付されます。
また、２回目以降払戻しに該当する場合には、原則、初回申請時に指定した口座に振り込まれます。

利用者負担の軽減について

等

現役並み所得者Ⅲ（課税所得690万円以上）に相当する方がいる世帯の方

現役並み所得者Ⅱ（課税所得380万円以上690万円未満）に相当する方がいる世帯の方

世帯のどなたかが市民税を課税されている方または
現役並み所得者Ⅰ（課税所得380万円未満）に相当する方がいる世帯の方

・老齢福祉年金を受給している方
・前年の「公的年金等収入額※2」と「その他の合計所得金額※3」の
  合計が年間80万円以下の方※4

生活保護等を受給されている方※5

140,100円（世帯） 

  93,000円（世帯） 

  24,600円（世帯）
  15,000円（個人）

  15,000円（個人）

  44,400円（世帯）

  24,600円（世帯）

自己負担の上限額（月額）
上限額（月額） ※1所得区分

※高額介護サービス費等の対象外となるもの
　介護予防・生活支援サービス事業の一部、施設サービスなどの食費・部屋代等、福祉用具購入、住宅改修

世帯の全員が市民税を課税されていない方

※１　「世帯」とは、住民基本台帳の世帯員で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、
　　　「個人」とは、介護サービスを利用したご本人の負担の上限額を指します。
※２　情-7ページ「保険料について」の※２を参照
※３　情-7ページ「保険料について」の※３を参照
※４　令和7年8月以降は80万9千円
※５　上限額を15,000円に減額したことにより生活保護の被保護者とならない方は世帯で15,000円になります。

高額介護サービス費等 食費・部屋代の負担軽減〈介護保険負担限度額認定証〉

●施設サービス（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護医療院）
●（介護予防）短期入所生活介護　●（介護予防）短期入所療養介護

●対象となるサービス

区役所保険年金課へ申請し、「介護保険負担限度額認定証」の交付を受ける必要があります。
介護保険負担限度額認定証を施設に提示することにより、食費・部屋代が段階に応じた下表「負

担限度額（日額）」の金額に軽減されます。
【負担限度額認定の申請時に必要なもの】
・被保険者及び配偶者（配偶者がいる場合）の預貯金通帳等の資産を確認できる書類
・介護保険証

●利用の流れ

●内　　容
施設入所及び短期入所（ショートステイ）利用時の食費・部屋代については、通常、全額自己負担
となりますが、所得の低い方のサービス利用が困難にならないよう、世帯（※1）・本人の所得に応
じた負担限度額が設けられ、自己負担が軽減されます。

負担限度額（日額）
部屋代

従来型個室 ユニット型
個室的多床室

ユニット型
個室（特養等）（老健・介護医療院等）

多床室

食費

施設入所 短期入所

第
１
段
階

第
２
段
階

第
３
段
階
①

第
３
段
階
②
第
４
段
階

段階 対象者

0円 300円

390円

650円

1,360円

300円

600円

1,000円

1,300円

※１…世帯　本人が属する住民基本台帳上の世帯（配偶者が別世帯にいる場合、その配偶者を含めます。）
※2…預貯金等　第２号被保険者は段階に関わらず1,000万円（配偶者がいる場合は2,000万円）以下
※3…その他の合計所得金額　情-7ページ「保険料について」の※3を参照してください。
※４…令和７年８月以降は80万９千円

・生活保護等を受給されている方
・市民税非課税世帯(※1)で老齢福祉年金を受給されてい
て本人の預貯金等(※2)の合計額が1,000万円（配偶者
がいる場合は、夫婦の合計額が2,000万円）以下の方

市民税非課税世帯で、本人の「公的年金等収入額と非
課税年金収入額とその他の合計所得金額(※3)」 の合計
が年間80万円以下（※４）で、本人の預貯金等の合計額
が650万円（配偶者がいる場合は、夫婦の合計額が
1,650万円）以下の方

市民税非課税世帯で、本人の「公的年金等収入額と非課
税年金収入額とその他の合計所得金額」の合計が年間
80万円超（※４）の120万円以下で、本人の預貯金等の合計
額が550万円（配偶者がいる場合は、夫婦の合計額が
1,550万円）以下の方

市民税非課税世帯で、本人の「公的年金等収入額と非課税
年金収入額とその他の合計所得金額」の合計が年間120
万円超で、本人の預貯金等の合計額が500万円（配偶者が
いる場合は、夫婦の合計額が1,500万円）以下の方

・第４段階には負担限度額が設けられていません。
・食費や部屋代は施設との契約によって決まります。

上記以外の方

部屋代
令和6年8月から 令和7年8月から

食費

1,445円

国の定める基準費用額（日額）

多床室

特養等  915円

老健・医療院等  437円

特養等  1,231円
老健・医療院等  1,728円
  1,728円
  2,066円

特養等    915円
老健・医療院等 
（室料を徴収する場合） 
老健・医療院等 
（室料を徴収しない場合） 
特養等  1,231円
老健・医療院等  1,728円
  1,728円
  2,066円

従来型個室

ユニット型個室的多床室
ユニット型個室

380円

480円

880円

880円

550円

550円

1,370円

1,370円

550円

550円

1,370円

1,370円

880円

880円

1,370円

1,370円

430円

430円

430円

697円

437円

サービスの利用者負担について
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サービスの利用者負担について
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　各医療保険（「国民健康保険、健康保険組合などの社会保険（以下「被用者保険」といいます。）」、
「後期高齢者医療制度」）と、「介護保険（※1）」の自己負担の１年間の合計額が高額となった場合に、
定められた自己負担上限額を超えた分が支給される制度です。
　支給を受けるためには、加入されている医療保険の窓口（※2）で申請手続きをする必要があります
（申請の際、領収書の提示は不要です）。詳しくは、加入されている医療保険にお問合せください。
※1　介護予防・生活支援サービス事業の利用による自己負担も一部対象となります。
※2　国民健康保険または後期高齢者医療制度に加入されている方は、窓口が区役所保険年金課になります。

高額医療・高額介護合算制度

8月1日～翌年7月31日の12か月間の合計

●所得区分及び自己負担額について、詳しくは加入している
　医療保険の窓口までお問合せください。
●同じ世帯でもそれぞれ異なる医療保険に加入している場合は合算できません。
●被用者保険に加入している方は、加入されている健康保険にお問合せください。
●低所得者Ⅰ区分の世帯で介護サービス費等の利用者が複数いる場合、医療保険からの支給は上表の自己負担上限額で計算され、
　介護保険からの支給は別途設定された自己負担上限額の「世帯で31万円」で計算されます。

高額医療・高額介護合算制度における世帯の自己負担上限額

介護保険負担限度額認定証を、やむをえず施設へ提示できず、「負担限度額」を超えて、「国の定める基準費用
額」を超えない金額で支払いをした場合には、申請に基づき、差額の払戻しを受けることができます。詳しくは区
役所保険年金課にお問合せください。
※「負担限度額」及び「国の定める基準費用額」については情-36ページの表を参照してください。
※支払った金額が「国の定める基準費用額」を超える場合は、差額の払戻しができません。
また、施設への支払いから2年を過ぎると申請ができなくなりますので、ご注意ください。

食費・部屋代の差額の払戻し

【差額支給の申請時に必要なもの】
・介護保険証　・食費・部屋代の領収書　・印鑑（朱肉を使うもの）　・振込先口座の確認ができるもの

計算期間の前年の所得
（基礎控除後の総所得金額等）

国民健康保険に
加入されている
70歳未満の方等

901万円超

600万円超901万円以下

210万円超600万円以下

210万円以下

市民税非課税世帯

212万円

141万円

67万円

60万円

34万円

所
得
区
分

ア
　
イ
　
ウ
　
エ
　
オ

212万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円

所得区分
後期高齢者
医療制度に

加入されている方

国民健康保険に
加入されている
70～74歳の方

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

2人以上の世帯（※1）において、介護保険施設または地域密着型介護老人福祉施設へ入所（ショー
トステイは対象外）し、下表の要件をすべて満たす場合には、申請により第３段階②の負担限
度額が適用されます。詳しくは区役所保険年金課にお問合せください。

●負担限度額第4段階の方の特例〈課税層に対する特例減額措置〉

①第4段階の食費・部屋代を負担すること
②世帯の公的年金等収入額（※2）とその他の合計所得金額（※3）の合計から施設の利用者負担
（自己負担、食費・部屋代の年間見込額）を除いた額が80万円（※4）以下であること
③世帯の預貯金等の合計が450万円以下であること
④日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと
⑤介護保険料を滞納していないこと

特例減額措置の対象要件 特例減額措置の内容

左の要件の②に該当しなくなるまで、食費も
しくは部屋代、またはその両方について、第
３段階②の負担限度額を適用します。

※1　世帯…配偶者が別世帯にいる場合、その配偶者を含めます。また、施設入所により世帯が分かれた場合も同一世帯とみなします。
※2　公的年金等収入額…情-7ページ「保険料について」の※2を参照してください。
※3　その他の合計所得金額…情-7ページ「保険料について」の※3を参照してください。
※4　令和7年8月以降は80万9千円

介護サービス自己負担助成（横浜市独自制度）

その他の利用者負担軽減

●内　　容
要介護（要支援）認定を受けており（※1）、収入要件等が一定の基準に該当する場合、在宅サービ

スやグループホームを利用する際の利用者負担（※2）、グループホームの家賃・食費・光熱水費及び
特別養護老人ホーム等のユニット型個室の居住費の一部を助成します。詳しくは、区役所保険年
金課にお問合せください。
※1　在宅サービス助成においては、総合事業の事業対象者も対象となる場合があります。
※2　利用者負担とは、「介護保険サービスを利用したときのサービス費用の1割負担（一定以上の所得がある場合は2割または3

割）」のことを指します。

助
成
対
象
要
件

〈助成対象要件及び助成内容〉

資産基準

助成段階 第1段階 第2段階 第3段階

生活保護受給者を除く介護保険料
第1段階の方

金融資産（現金、預貯金、有価証券）が350万円以下（複数人世帯の場合は、当該被保険者を除く世帯員1人
につき100万円を加えた額以下）であり、あわせて、居住用不動産（土地（200㎡以下）及び家屋）以外の不
動産を所有していないこと

利用者負担を3％に軽減
また、なお残る自己負担額が4,500円
を超える場合にその超えた額を助成

市民税非課税世帯で、年間収入見込額の合計が150万円以下の方
※複数人世帯の場合は、上記要件に加え、当該被保険者を除く世帯員1人につき50万円を
　加えた額以下となる方

利用者負担を5％に軽減
また、なお残る自己負担額が7,500円
を超える場合にその超えた額を助成

前年の「公的年金等収入額※１」と
「その他の合計所得金額※2」の合
計が年間８０万円以下の方※3

第2段階以外の方

利用者負担を5％に軽減
また、なお残る自己負担額が12,300円
を超える場合にその超えた額を助成

助成内容

収入基準等

〈対象サービス〉
●在宅サービス助成

訪問介護
（介護予防）訪問入浴介護
（介護予防）訪問看護
（介護予防）訪問リハビリテーション
通所介護※3
（介護予防）通所リハビリテーション
（介護予防）福祉用具貸与

（介護予防）短期入所生活介護
（介護予防）短期入所療養介護
特定施設入居者生活介護※1※3
（介護予防）認知症対応型共同生活介護 ※1
夜間対応型訪問介護
（介護予防）認知症対応型通所介護
（介護予防）小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
看護小規模多機能型居宅介護
総合事業による訪問型サービス※2
総合事業による通所型サービス※2

※1 短期利用（ショートステイ）の場合に限る。
※2 指定事業者によるものかつ、利用者負担が
 定率のものに限る。
※3 地域密着型を含む。

介護サービス自己負担助成（在宅サービス助成、グループホーム助成、施設居住費助成）を利用す
るためには、区役所で申請手続きをする必要があります。申請により、助成対象者として認定を受け
ると、助成証が交付されます。
令和７年８月サービス利用分より、支払時に助成額を反映する仕組みを見直し、一旦自己負担額
全額をお支払いいただき、助成額確定後に振込みを行う償還給付に変更します。

●利用のながれ

※世帯とは、基本的には住民登録で同じ世帯として登録している人全員を指しますが、別世帯であっても同居して事実上生計が同じ人も含めます。
※1 情-7ページ「保険料について」の※２を参照
※２ 情-7ページ「保険料について」の※３を参照
※３ 令和７年８月以降は８０万９千円
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サービスの利用者負担について サービスの利用者負担について
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●施設居住費助成
〈対象サービス〉

施設サービス［介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院］、地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護、（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護

〈助成対象要件及び助成内容〉

助
成
対
象
要
件

資産基準

収入基準等

助成段階 第1段階 第2段階

助成内容

生活保護受給者を除く介護保険料第1段階で、
年間収入見込額の合計が50万円以下の方

金融資産（現金、預貯金、有価証券）が350万円以下（複数人世帯の場合は、当該被保険者を除く世帯員1人
につき100万円を加えた額以下）であり、あわせて、居住用不動産（土地（200㎡以下）及び家屋）以外の不
動産を所有していないこと

・介護保険負担限度額認定（第1・第2段階）を受けていること　・税法上の被扶養者でないこと

ユニット型個室の居住費を月額5,000円程度 助成（日額：165円）

市民税非課税世帯で、年間収入見込額の合計が
50万円以下の方

※複数人世帯の場合は、上記要件に加え、当該被保険者を除く世帯員1人につき50万円を加えた額以下となる方

その他の要件

●グループホーム助成

〈助成対象要件及び助成内容〉

〈対象サービス〉

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 ※ ※ 短期利用（ショートステイ）を除く。

助
成
対
象
要
件

助成段階 第1段階 第2段階 第3段階

生活保護受給者を除く介護保険料
第1段階の方

金融資産（現金、預貯金、有価証券）が350万円以下（複数人世帯の場合は、当該被保険者を除く世帯員1人
につき100万円を加えた額以下）であり、あわせて、居住用不動産（土地（200㎡以下）及び家屋）以外の不
動産を所有していないこと

・3か月以上横浜市に居住していること　・税法上の被扶養者でないこと

利用者負担を5％に軽減
また、なお残る自己負担額が7,500円を超える場合にその超えた額を助成
家賃・食費・光熱水費について、月額55,000円を上限として助成

市民税非課税世帯で、年間収入見込額の合計が150万円以下の方
※複数人世帯の場合は、上記要件に加え、当該被保険者を除く世帯員1人につき50万円を
　加えた額以下となる方

前年の「公的年金等収入額※１」と
「その他の合計所得金額※2」の合
計が年間８０万円以下の方※3

第2段階以外の方

利用者負担を5％に軽減
また、なお残る自己負担額が12,300円
を超える場合にその超えた額を助成
家賃・食費・光熱水費について、月額
30,000円を上限として助成

収入基準等

資産基準

その他の要件

助成内容

※1 情-7ページ「保険料について」の※２を参照　※２ 情-7ページ「保険料について」の※３を参照　※3 令和７年８月以降は８０万９千円

令和７年８月サービス利用分より、支払時に助成額を反映する仕組みを見直し、一旦自己負担額全額をお支払
いいただき、助成額確定後に振込みを行う償還給付に変更します。

特別養護老人ホーム※2

（介護予防）認知症対応型通所介護

第1号訪問事業のうち旧介護予防訪問介護に相当する事業※3 第1号通所事業のうち旧介護予防通所介護に相当する事業※3
看護小規模多機能型居宅介護定期巡回・随時対応型訪問介護看護

〈対象サービス※1〉

※1 軽減内容により対象外となるサービスもあります。　※2 地域密着型を含む。　※3 自己負担割合が保険給付と同様のものに限ります。

訪問介護
通所介護※2 （介護予防）短期入所生活介護

（介護予防）小規模多機能型居宅介護
夜間対応型訪問介護

社会福祉法人が行う対象サービスについて、利用者負担額が軽減される場合があります。
詳しくは横浜市ホームページをご確認いただくか、健康福祉局高齢施設課（電話045-671-4901）
にお問合せください。

社会福祉法人による利用者負担軽減

横浜市ホームページ▶横浜市  社福軽減

〈軽減対象要件及び軽減内容〉
軽減対象要件

・市民税非課税世帯
・収入…単身世帯で年額150万円以下（世帯員が１人増えるごとに50万円加算）
・資産…金融：単身世帯で350万円以下（世帯員が１人増えるごとに100万円加算）
　　  …不動産：居住用不動産（土地（200㎡以下）及び家屋）以外の不動産を所有していないこと
・負担能力のある親族等に扶養されてないこと
・介護保険料を滞納していないこと
※上記要件の全てに該当すること

軽減内容

・生活保護受給者 特別養護老人ホーム等の個室利用
時の部屋代を100％軽減します。

原則として利用者負担額（介護サー
ビス費の１割負担、食費、部屋代）の
25％又は50％を軽減します。
※介護保険負担限度額認定証をお
持ちでない場合、特別養護老人ホー
ム・短期入所生活介護等の食費、部
屋代は軽減対象外となります。

〈軽減対象要件及び軽減内容〉
軽減内容助成対象要件

●横浜市の介護保険料段階第５段階から第７段階相当（介護保険第２号被保険者の場合は、合計所得
　金額が120万円未満）
●介護保険負担限度額認定又は課税層に対する特例減額措置を受けていない
●資産
　金　融：資産合計額が500万円以下（配偶者がいる場合は、夫婦の資産合計額が1,500万円以下）
　　　　※介護保険料第２号被保険者の場合は、資産合計額が1,000万円以下（配偶者がいる場合 
　　　　は、夫婦の資産合計額が2,000万円以下）
　不動産：助成対象者及び配偶者が、居住用不動産（土地（200㎡以下）及び家屋）以外の不動産を
　　　　 所有していないこと
●介護保険料を滞納していないこと

ユニット型特別養護老人ホームの
部屋代の一部として日額696円
（上限）を軽減します。

横浜市ホームページ▶横浜市  ユニット型  居住費助成

ユニット型特別養護老人ホーム施設居住費助成（横浜市独自制度）
横浜市内の特別養護老人ホームに入居する際の部屋代について、対象者の方に一部助成します。
詳しくは横浜市ホームページをご確認いただくか、健康福祉局高齢施設課（電話045-671-4901）に
お問合せください。

〈対象サービス〉
ユニット型特別養護老人ホーム

〈利用の流れ〉
　横浜市ホームページより申請様式をダウンロードし郵送申請を行うか、横浜市電子申請・届出システムより申
請を行うことができます。審査の結果、助成対象となった方には、承認の通知書が交付されます。承認の通知書
を対象サービス事業者に提示することにより、軽減された利用者負担でサービスを利用することができます。

〈利用の流れ〉
　横浜市ホームページより申請様式をダウンロードし郵送申請を行うか、横浜市電子申請・届出システムより申
請を行うことができます。審査の結果、助成対象となった方には、確認証が交付されます。確認証を対象サービス
事業者に提示することにより、軽減された利用者負担でサービスを利用することができます。

サービスの利用者負担について
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サービスの利用者負担について
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